
【裏面も御覧ください】 

〒

担当者の氏名、

所 属 課 、 係 名

及 び 電 話 番 号

□□部　○○係
喜多方　花子

電話  ０２４１   ○○ - ○○○○（内線）○○○

関与税理士等

の 氏 名 及び
電 話 番 号

○○税理士事務所

電話 ０２４１　□□　-　□□□□

普通徴収
対 象 者

8人
所 得税 の源泉 徴収

を して いる事 務所

又 は事 業所の 名称

報告人員
の 合 計 38人フ リ ガ ナ

特別徴収
対 象 者

30人
給与支払者の

氏名又は名称 株式会社　○○商事

報

告

人

員

給与支払者の

個人番号又は

法 人 番 号
1 2 3 4 5 6 7

受 給 者
総 人 員 42人

フ リ ガ ナ 〇△〇△ショウジ

8 9 0 1 2

令和８年度（令和７年分）給与支払報告書（総括表） 指 定 番 号

８０××
令和８年　 1月１３日　提出　　喜多方市長　様

給 与 の 支 払 期 間 令和７年　１月分から１２月分まで 提 出 期 限 令和8年2月2日

3

同 上 の
所 在 地

〒９６６-××××

喜多方市○○町□□字△△番地

共通納税

（eLTAX)

の利用
有 ・ 無

地方税納入サービス

（ネットバンキング）

の利用
有 ・ 無

電話
番

特別徴収税
額通知書等
の 送 付 先

☑同上 連 絡 欄

７ 税 号 外 

令和７年 12 月１日 

給与支払者  様 

福島県喜多方市長        

（ 公 印 省 略 ）         

 

令和７年分給与支払報告書作成時の留意事項について（依頼） 

日頃より、当市税務行政につきましては、特段の御理解と御協力を賜り厚く御礼申

し上げます。令和８年度市民税・県民税・森林環境税（以下、「市県民税等」）の課税

資料となります給与支払報告書の作成・提出に際しましては、下記事項に御注意いた

だきますようお願い申し上げます。  

記 

１ 給与支払報告書（総括表）  

 

 

総
括
表
（
記
入
例
） 

マイナンバー法の施行に伴い、給与支払者の法人番

号又は個人番号の記載に御協力ください。 

個人事業主の方は個人番号を記載していただくこ
ととなりますが、記載する際は、 
① マイナンバーカード等による番号確認  
② 免許証等による本人確認（代理の方の提出の場
合は、委任状等による代理権確認＋免許証等に
よる代理人の本人確認）  
が必要となりますので御注意ください。 

喜多方市への報告人員について記載してください。 

次年度の市県民税等の徴収区分（特別徴収・普通徴

収）ごとの人数は、仕切紙から転記ください。 

あらかじめ記載されている内容に異動、誤り等があり

ましたら、見え消しで修正ください。 

御担当者様（又は会計事務所等）の御連絡先等を記

載してください。 

⑴ 給与支払報告書の提出の際は、必ず同封の総括表の添付をお願いします。  

⑵ 総括表にあらかじめプリントされている内容に変更・誤り等がありましたらその箇所

を見え消しで訂正してください。  

⑶ 貴社独自の様式で提出される場合も、同封の総括表を添付してください。  

⑷ 御提出の際は、同封の仕切紙に、令和８年度市県民税等の徴収区分（普通徴収とする

者についてはその理由）に応じてそれぞれの人数を記載し、総括表にも転記してくださ

い。仕切紙は従業員の特別徴収（給与天引）=ピンク、普通徴収（個人納付）=黄色、専

従者の特別徴収＝オレンジ、普通徴収＝緑色です。 

⑸ インターネットを利用した住民税の電子申告システム eLTAX（エルタックス）によ

る申告サービスも行っています。詳しくは、「eLTAX 地方税ポータルシステム（https:

//www.eltax.lta.go.jp）」からホームページをご覧ください  

市 県 民 税 等 の納 入 方 法 について 、 共 通 納 税

（eLTAX）や地方税納入サービス（ネットバンキング）

を利用している場合は、「有」を〇で囲んでください。 

納入書で納入している場合は、どちらも「無」を〇で囲

んでください。 

次年度の市県民税等の税額通知書等の送付につい

て、「同上の所在地」欄と異なる住所に送付を希望さ

れる場合は、送付先の住所と名称を記載願います。

また、同一の場合には、□同上に✓を記載してくださ

い。 



  （事務担当 総務部税務課市民税班  ℡(0241)24-5217） 

※

 ※　区　分

（個人番号） 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2
(役職名）

円 Ⓑ 円 円 内 円

従有 Ⓔ Ⓕ 円 人 Ⓚ 内 Ⓛ 人 Ⓜ 人 人

Ⓞ Ⓟ

（摘要）

㋺ 円 ㋩ 円 ㋥ 円 ㋭ 円 ㋬ 円

年 月 日 円

円 年 月 日 円

㋑ 円  　　　　　　　　 円 ㋣ 円

円 円

4 5 6 7 8 9 0 1 2 3 4 5 8 9 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9

5 6 7 8 9 0 1 2 3 4 5 6

1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3 （右詰で記載してください。）

（摘要）欄に前職分の加算額、支払者等を記入してください。

⑧ ※整理番号 ※

給
与
支
払
報
告
書

（
個
人
別
明
細
書

）

住
 

所
福島県喜多方市字○○○番地 氏

　
名

(フリガナ）              キタカタ  タロウ

(受給者番号）

喜多方　太郎

種　　　別 支　払　金　額
給与所得控除後の金額

（調整控除後）
所得控除の額の合計額 源 泉 徴 収 税 額

給 料 ・ 賞 与

Ⓐ内

5,000,000 3,560,000 2,870,000 44,400

老人 特　定 老人 その他 特親

 （源泉）控除対象
 配偶者の有無等

配　偶　者 (特　別)
控　　除　　の　　額

控除対象扶養親族等の数

（配偶者を除く。）
１６歳未

満扶養

親族の数

障害者の数

（本人を除く。）
非居住者

である

親族の数

Ⓒ　有

380,000
Ⓖ人 従人 Ⓗ内 人 従人

特　別 その他

従人 人 従人

11○ 1

Ⓙ人

特定親族特別控除の額 社会保険料等の金額 生命保険料の控除額 地震保険料の控除額 住宅借入金等特別控除の額

1

610,000
円 内

Ⓝ 500,000
円

120,000
円

　　　　　　　　　　　　　（前職）喜多方市○△町××番地　〇〇産業株式会社　　令和７年３月31日退職
　　　　　　　　　　　　　　支払金額：1,200,000円　　源泉徴収税額：０円　　社会保険料：142,200円

円 円

生命保険料の

金額の内訳

新生命

保険料

の金額

旧生命

保険料

の金額

介護医療

保険料

の金額

新個人年金

保険料

の金額

旧個人年金

保険料

の金額
180,000 36,000 120,000

住宅借入金等

特別控除の額

の内訳

住宅借入金

等特別控除

適用数

居住開始年

月日（１回目）

住宅借入金等

特別控除区分

（1回目）

住宅借入金

等年末残高

（1回目）

住宅借入金

等特別控除

可能額

居住開始年

月日（２回目）

住宅借入金等

特別控除区分

（2回目）

住宅借入金

等年末残高

（2回目）

（源泉・特別）

控除対象

配偶者

（フリガナ） ｷﾀｶﾀ ﾊﾅｴ 区

分 配偶者の

合計所得

2 3 4 5

国民年金保険料

等の金額

旧長期損害

保険料の金額

8 9 0 1

氏　　名 喜多方　花江
基礎控除の額

所得金額

調整控除額個人番号

200,000

控
除
対

象
扶
養

親
族
等

1

（フリガナ） ｷﾀｶﾀ ｲﾁﾛｳ 区

分 20

１

６
歳
未

満
の
扶

養
親
族

1

2 36 7

氏　　名 喜多方　一郎 氏　　名 喜多方　春代

（フリガナ） ｷﾀｶﾀ ﾊﾙﾖ 区

分
5人目以降の控除対象

扶養親族の個人番号

氏　　名

（フリガナ）

個人番号 個人番号

（フリガナ） 区

分2

（フリガナ） ｷﾀｶﾀ ｼﾞﾛｳ 区

分 2氏　　名 喜多方　二郎

個人番号 個人番号

氏　　名 氏　　名

区

分

5人目以降の16歳未満の

扶養親族の個人番号

（フリガナ）

個人番号

4

（フリガナ）
区

分

3

区

分 3

個人番号

氏　　名 氏　　名4

（フリガナ）
区

分

未
成
年

者

㋠

外

国

人

死

亡

退

職

災

害

者

乙

 

 

欄

本人が障害者

個人番号 個人番号

退職 年

寡

　

　

婦

㋸

ひ

と

り

親

㋾

勤

労

学

生

㋻
中　途　就　・　退　職 受  給  者   生  年  月  日

月 日 元号 年

（
市

区
町
村

提
出
用

）

月 日

特

 

別

㋷

そ

の

他

㋦
就職

1

喜多方市〇〇町□□字△△番地

○ 7 4 1 昭和

支
払
者

個人番号又は法人番号

 住 所（居所）又は

所在地

40 12

氏名又は名称 株式会社　○○商事
(電話） □□部　○○係

0241-〇〇-○○○○

支 払

を受け

る 者

※種別

２ 給与支払報告書（個人別明細書） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 総括表及び給与支払報告書の提出について 

⑴  給与支払報告書の提出期限は令和８年２月２日となって

おりますが、事務処理の都合上、お早めの提出をお願いいた

します。 

⑵  給与支払報告書は、仕切紙により特別徴収分と普通徴収分

に分けての提出をお願いいたします。 

⑶  給与支払報告書（個人別明細書）の控えは不要です。 

原本１部の提出をお願いいたします。 

 

４  普通徴収について 

 普通徴収について、切替理由が給与支払報告書等に記載の

ない場合や仕切紙に記載のない理由の場合には、特別徴収と

する場合がございます。 

特定親族を有している場合は、人数の記載をお願いします。

「給与所得者の特定親族特別控除申告書」に基づき計算した

特定親族各人の特定親族特別控除の合計額を記載願います。 

対象者把握のため、区分の記載をお願いします。 

各保険料支払額の内訳は必ず記入してください。（記載の控

除額からは市県民税等の控除額が算定できないため） 

給
与
支
払
報
告
書
（
記
入
例
） 

扶養親族について、氏名とフリガナをフルネームで記載、

個人番号についても忘れず記載してください。 

16 歳未満の扶養親族（年少扶養）は、市県民税等の非課税

基準判定に用いますので、記載もれのないようお願いします。 

⑴  受給者の「住所」は、単身赴任先に住民票を異動し生活の本拠（御家族の住所）が別の

市区町村にある場合などの特殊なケースを除き、原則として令和８年１月１日（中途退職

者については退職時）現在の住民基本台帳に記載されている住所（住民票上の住所）を確

認して記載してください。 

⑵ その他以下に示す留意事項は、市県民税等の課税計算に影響しますので、お間違えのない

よう記載願います。 

⑶ 摘要欄等の詳細な記載方法については国税庁ＨＰ(https://www.nta.go.jp/users/gensen/n

encho/index.htm)を御覧ください。 

受給者の住所、氏名ﾌﾘｶﾞﾅ、生年月日、個人番号は必ず記載

してください。記載不備により該当者を特定できない場合、

返送する場合があります。 

住宅借入金等特別税額控除がある場合は、「居住開始年月

日」及び「住宅借入金等特別控除区分」を必ず記載願います。 

住：一般の控除（増改築を含みます。） 

認：認定住宅の新築等に係る控除 

増：特定増改築等住宅借入金等特別控除（省エネ改修・バリ

アフリー改修） 

震：震災特例法第13条の２第１項「住宅の再取得等に係る住

宅借入金等特別控除」 

特：特定取得に該当する場合には付記 

特特：特別特定取得に該当する場合には付記 

※ 特定増改築等住宅借入金等特別控除と、当該住宅の増改築

が特定取得に該当する場合は、「増（特）」と記載 

基礎控除及び所得金額調整控除（ある方）は必ず記載をお

願いします。 

https://www.nta.go.jp/users/gensen/nencho/index.htm
https://www.nta.go.jp/users/gensen/nencho/index.htm

